
(単位：億円）

4,031 4,057 4,094 4,133 4,174

1,372 1,392 1,423 1,455 1,489

1,852 1,853 1,852 1,851 1,850

1,359 1,086 1,104 961 970

567 702 680 503 519

1,214 1,157 1,133 1,098 1,061

7,171 7,002 7,011 6,695 6,724

3,167 3,239 3,220 3,285 3,287

1,453 1,524 1,469 1,497 1,462

1,367 1,367 1,358 1,359 1,350

86 157 111 138 112

916 916 932 951 965

798 799 819 837 860

1,467 1,606 1,637 1,302 1,331

829 1,064 1,059 814 819

401 347 388 298 322

237 195 190 190 190

2,612 2,228 2,239 2,195 2,195

7,246 7,073 7,096 6,782 6,813

△75 △71 △85 △87 △89

23 18 18 18 18

52 52 52 52 52

332 331 316 299 280

6,204 6,276 6,333 6,327 6,319

 　 10,663 10,725 10,741 10,556 10,363

③災害復旧事業

②普通建設単独

《参考》　県債残高（総額）

330億円

6,500億円以下

 前年度決算剰余金 等

 歳入確保・節約等

 財政調整用基金残高

（行財政改革推進計画KPI）

 県債残高（臨財債等除き）

（行財政改革推進計画KPI）

（３）その他経費

計

 財調用基金取崩し額（歳入－歳出）

歳

出

（１）義務的経費

①人件費

　　　給与費等

　　　退職手当

②社会保障関係費

（２）投資的経費

①普通建設補助・直轄

③公債費

（３）県債（臨財債除き）

（４）その他収入

計

９年度

歳

入

（１）県税・交付税・臨財債等

うち県税

うち交付税・臨財債

（２）国庫支出金

区　　分
５年度

（７月補正後）
６年度 ７年度 ８年度

今後の財政収支見通し（試算）
令和5年7月13日
財　　政　　課



１ 歳　入

地方財政計画を踏まえて推計。ただし、それぞれの歳入項目については個別要素を反映

 うち県税
国の「中長期の経済財政に関する試算」における成長実現ケースの名目成長率を１年遅
れで反映（→R6：2.1％、R7：3.2％、R8：3.3％、R9：3.3％とする。）

 うち交付税・臨財債
一般財源総額の確保について、引き続き同水準の額が確保されるものと仮定し、県税・地
方譲与税の増減額を一定割合で反映

人件費（義務教育教員分）、社会保障関係費、投資的経費等に連動

投資的経費に連動

分担金及び負担金については、投資的経費等に連動
諸収入については、県制度資金の貸付見込み等を反映
繰入金については、充当事業の終了等を反映

　 ２．県債（臨財債除き）： 臨時財政対策債除き

２ 歳　出

①人件費

給与費等：現員数（17,107人：R4.12.1現在正規職員15,323人、R5.4.1時点会計年度任用
　　　　　　　職員1,784人（見込）)をベースに、退職者と新規採用者の給与差額（新陳代謝)
　　　　　　　等を反映
退職手当：退職者見込み　R5～R9： 2,950人、定年制度の延長を反映

②社会保障関係費 個別経費ごとに過去３年間の平均伸び率等を踏まえて推計

③公債費
各年度の発行見込額に基づき推計
利率は、国の「中長期の経済財政に関する試算」における成長実現ケースの名目長期金利を反映

①普通建設補助・直轄
特別支援学校の整備事業等については個別に積上げ、公共事業等についてはＲ５年度
と同額（ただし、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」については、Ｒ４年
度予算額がＲ７年度まで継続するものとして加算）

②普通建設単独
別府総合庁舎建替事業等の大型事業については個別に積上げ、その他はＲ５年度と同
額

③災害復旧事業
現年災（災害ＰＫＧ関係含む）についてはＲ５年度と同額、過年災については年度間要素
を反映

各種基金事業等については個別に積上げ、その他はＲ５年度と同額
新型コロナウイルス感染症対応事業については、Ｒ６年度から皆減するものとして試算
県制度資金については、足元の資金需要を反映し、Ｒ５年度の新規融資枠は800億円で
試算（全額諸収入）

３ その他

条例に基づき、決算剰余金の３分の２以上を財政調整用基金へ積み立て（過去の実績に
より、毎年度１８億円を計上。令和５年度は、見込額として２３億円を計上）

常に行革マインドを持ちながら執行段階での歳入確保や節約等に一層努め、毎年度５2
億円を捻出

（３）その他経費

（１）県税・交付税・臨財債等

（３）県債（臨財債除き）

（２）国庫支出金

 ※１．県税・交付税・臨財債等 ： 県税、地方消費税清算金、地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税及び
　　　　　　　　　　　　　　　　 臨時財政対策債の計

【作成にあたっての考え方】
　この見通しは、令和５年度７月補正予算案をベースに、①国の「中長期の経済財政に関する試算」
（R5.1.24内閣府）、②令和５年度地方財政計画(R5.2.7閣議決定)などを参考に、現行制度を前提と
して試算したものである。

（１）前年度決算剰余金

（２）歳入確保・節約等

（２）投資的経費

（４）その他収入

（１）義務的経費


